
 

 

検討委員会取りまとめ後の具体的な進め方について 

 

 

 平成１９年 ２月   ・国土審議会土地政策分科会企画部会において検討委員会取り

まとめを報告（２月２３日） 

                 ・アンケート調査票の見直し 

 平成１９年 ４月～  ・４月登記受付分より調査対象エリア全国拡大 

（調査票発送は６月） 

            ・提供項目拡充に向けてのシステム改修作業 

 ・地方公共団体地価担当部局との情報共有等の検討 

 ・取引価格情報の提供制度のＰＲ作業適宜実施 

 平成１９年 ６月～   ・全国の不動産等購入者へアンケート調査票発送 

 ・関連業界を通じたパンフレット配布、雑誌掲載等によるＰＲ活動 

平成１９年１０月～  ・提供項目拡充バージョンにて公表 

  ・土地月間におけるＰＲ活動 

平成１９年１０月以降 ・国民の意識調査フォローアップ                

                    


